
 

「航空従事者技能証明等に関する事務処理要領」の一部改正（案）について 
 

令和８年 10 月 20 日 
航 空 局 安 全 部  
安全政策課乗員政策室 

１．背景 
航空法第 22 条等に基づく航空従事者技能証明の申請に際しては、申請者が必要な飛行経歴等

を有していることを確認するため、申請者に対し航空経歴書の提出を求めている。 
航空経歴書の作成に当たっては、飛行日誌等に記録された飛行経歴を所定の様式及び集計方法

に従って整理・集計する必要があり、飛行経歴が長期かつ多数に及ぶ者ほどその負担は大きい。

特に、外国で作成された飛行日誌は様式や集計方法が異なる場合があることから、外国政府が発

行した定期運送用操縦士技能証明(飛行機)を保有する者にとっては、その負担が一層大きい。 
一方、定期運送用操縦士技能証明(飛行機)の申請者については、申請前の段階において、その資

格要件や飛行経験等に係る確認が既に行われている。例えば、外国政府が発行した定期運送用操

縦士技能証明(飛行機)については、その発行に当たり操縦士として必要な飛行経験が確認されて
いるほか、本邦航空会社においても、操縦士として従事させる際に資格要件や飛行経歴等の確認

が行われている。 
このため、飛行経歴の確認の実効性を確保しつつ、申請者の手続負担の軽減を図る観点から、

航空経歴書における確認事項を技能証明等の要件への適合性の確認に必要な事項を中心とした内

容に見直し、飛行経歴の確認方法について所要の見直しを行う。 
 
２．改正の概要 
（１）飛行経歴の確認方法の合理化について 
我が国の定期運送用操縦士技能証明(飛行機)の申請に係る飛行経歴の確認について、技能証
明の要件への適合性の確認の実効性を確保しつつ、確認手続の一層の合理化を図る観点から、

飛行経歴の記載に代えて、申請者が航空法施行規則（昭和 27 年運輸省令第 56号）第 43条及
び別表第二に規定する要件への適合状況を確認の上、その旨を記載した書面及び飛行日誌の写

しを提出し、国が必要に応じ両者を照合するなどにより申告内容を確認する取扱いとする。 
 

３．スケジュール（予定） 
公布及び施行：令和８年 11月 
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